
日本　 
～最低賃金1000円突破は一里塚～

　７月末、厚生労働省の中央最低賃金審議会の小委員会
は2023年度の最低賃金を時給1,002円（全国加重平均）
とする目安をまとめた。政府は2015年に当時798円だっ
た最低賃金を1000円まで引き上げる目標を掲げた。約８
年の歳月を経て、1000円の大台を突破した（資料１）。　
1000円目標を掲げて以降、最低賃金は毎年3％程度の
ペースで引き上げが続けられてきた。今年度は物価高や
春闘賃上げ率の高まり、政府からの1000円到達に対する
強い働きかけも相まって前年度比＋4.3％と引き上げ率も
大きい。

　例年にない引き上げとなった最低賃金だが、世界へ視
野を広げると先進国内における日本の最低賃金の低さも
みえてくる。資料２はILOの統計からUSドルベースの最低
賃金（月当たり）の値をプロットしたものである。日本の
1,226ドルという水準は他の主要先進国に比べて低いこ
とが見てとれる。また、同資料には2012年の値もプロット
している。多くの国では2012年に比べて上昇しているの
に対し、日本はむしろ低下。この間、他国に比べて緩やかな

2023年最低賃金は1002円で妥結

追う日本・追われる日本

最低賃金上昇率にとどまる中で為替の円安が進み、ドル
ベースでみた最低賃金は下がっている。
　ドルベースの最低賃金が重要であるのは、外国人労働
者受入の観点からである。新興国などからの外国人労働
者は、より高い賃金の国へ流れやすくなる。また、外国人労
働者、特に単純労働者は出稼ぎ先の高い賃金を魅力とし
て、わざわざ自国を飛び出して慣れない海外で働く。自国
の賃金が十分に上がればわざわざ外国で働く理由はなく
なる。ここ数年、日本への外国人労働者が増えたベトナム
の最低賃金は10年で約２倍になっている。将来的に、成長
余地の大きい新興国の賃金は、先進国賃金へキャッチアッ
プしていくと考えるのが自然だ。
　政府の新しい資本主義実現会議は、「1000円到達後」の
最低賃金の方向性について議論を行う。最低賃金の引き
上げは最低限度の生活保障のための福祉政策の枠を超
え、将来の労働力確保の趨勢をも左右する経済政策となっ
ている。継続的な引き上げ方針を示し、企業に賃上げ余力
を高めるための生産性改善を促すことが望ましいだろう。
人件費負担の増加する企業への政策支援も、単なる賃上
げ原資の給付等ではなく、デジタル投資など生産性改善
につながる行動にインセンティブを効かせることが求めら
れる。

経済調査部　主任エコノミスト　星野 卓也（ほしの たくや）

資料1 日本の最低賃金の推移（全国加重平均）

（出所）厚生労働省等から第一生命経済研究所が作成。

1002

0

200

400

600

800

1000

1200
（円）

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

資料2 最低賃金の国際比較（月当たり・USドル）

（出所）ILOから第一生命経済研究所が作成。
   

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

オ
ー
ス
ト

ラ
リ
ア

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

グ

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ

ン
ド

イ
ギ
リ
ス

カ
ナ
ダ

フ
ラ

ン
ス

韓
国

ア
メ
リ
カ

ス
ペ
イ
ン

日
本

中
国

イ
ン
ド
ネ

シ
ア

ベ
ト
ナ
ム

フ
ィ
リ
ピ
ン

ネ
パ

ー
ル

2022年 2012年（USドル）

5 第一生命経済研レポート 2023.09

内外経済ウォッチ

内
外
経
済
ウ
ォ
ッ
チ

Connection

M
on
ey

Health


